別記様式第１号（第３条関係）
誓　約　書
（支援機関　　　　　　　　　　　経由）
　　年　　月　　日　

広島県知事　様

（所在地）　　　　    　　　　　　　　　　　　印

（受入事業者名）　　 　　　　　  　　 　　　　
（代表者  職・氏名）　　　　　　　　　　　　　
※法人の代表者又は個人事業主が自署又は記名押印（代表者印）してください。

　私は、多様性を受容する職場づくりのための実習促進補助金を活用した職場実習を受け入れるに当たり、次に記載した事項が真実に相違ないことを誓約します。
	誓約事項　　　　　※該当する事項の□箇所を■又は☑にしてください。

	□
	県が運営する求人情報サイト「ひろしまワークス」を利用しています。
□企業情報公開済／□（公開はまだだが）ID･パスワード発行済／□今回利用申請済

	□
	職場実習を行う設備的余裕があり、労働基準法及び労働安全衛生法の規定する安全衛生その他の作業条件が整備されています。

	□
	職場実習の指導員として適切な従業員を配置し、人事担当者などの実習における責任者を置きます。

　実習責任者　（所属）　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　

　連絡先電話番号等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	□
	職場実習の期間中に支援機関の訪問を受け、責任者等が職場環境整備に関するアドバイスを聞き、問題点の指摘があった場合には改善に努めます。

	□
	事業実施後概ね２年間程度、県が行う採用活動に関するアンケート、事例収集のためのヒアリング調査等に協力します。

	□
	受け入れ協力謝金（職場実習のために必要な消耗品・資材、指導員として従事する従業員の日当など、企業者等に経済的負担が生じることを踏まえた謝金）を
□受領します。　　／　　　□受領しません。

	□
	次に掲げる者に該当しません。
（１）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第４項に規定する接待飲食等営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又はこれらに類する営業を営む者
（２）　消費者向け貸金業又はこれに類する営業を営む者
（３）　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けた者を除く。）
（４）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）
（５）　広島県暴力団排除条例（平成22年広島県条例第37号）第19条第３項の規定による公表が現に行われている者
（６）　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者
（７）　補助事業者（支援機関の運営事業者）
（８）　県税の未納がある者
（９）　労働関係法令違反により，ハローワークから求人の不受理対象として取扱われている者


※この誓約書は支援機関を経由して県に提出してください。
[bookmark: _GoBack]注）用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。
